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第3553号 普通電力量計
Ａ６ＧＡ`Ｓ
31Ｒ 30

第3554号 普通電力量計
Ａ６ＧＡ`Ｓ
31Ｒ

交流単相３線式 100

120

第3555号 普通電力量計
Ａ６ＧＡ`Ｓ
31Ｒ

５

第3556号 普通電力量計
Ａ６ＧＡ`Ｓ
31ＶＲ 大崎電気工

業株式会社 50，60 `

第3557号 普通電力量計
Ａ７ＧＡ`Ｓ
31Ｒ

100，200

30

第3558号 普通電力量計
Ａ７ＧＡ`Ｓ
31Ｒ

交流三相３線式

120

第3559号 普通電力量計
Ａ７ＧＡ`Ｓ
31Ｒ

100，110，
200

５

第3560号 普通電力量計
Ａ７ＧＡ`Ｓ
31ＶＲ

第3561号 普通電力量計 Ｘ11`Ｒ
アトラクト
株式会社 交流単相３線式 100

30

50，60 `

第3562号 普通電力量計 Ｘ11`Ｒ 60
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平成２１年（再イ）第７５号
徳島市南佐古四番町７番３号
再生債務者 坂部 雅昭
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月15日 徳島地方裁判所民事部
平成２１年（再イ）第４２号
香川県高松市牟礼町牟礼140番地３
再生債務者 陶山 安夫
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月15日

高松地方裁判所破産・再生係
平成２２年（再イ）第１４号
北九州市八幡東区大宮町13番26号
再生債務者 白川八千代
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月15日

福岡地方裁判所小倉支部第１民事部
平成２２年（再イ）第１０号
鹿児島市上荒田町３番20`701号
再生債務者 笠井スエ子
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年６月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年６月15日

鹿児島地方裁判所民事第３部再生係

弁理士登録公告

平成22年６月９日に行った弁理士の登録及び抹
消した者を弁理士法第27条の規定により次のとお
り公告します。
登 録
月 日 登録番号 氏 名
６月９日 17182 丸林 啓介
６月９日 17183 石川健太郎
６月９日 17184 吉田 裕美

６月９日 17185 立石 英之
６月９日 17186 宇佐見隆行
６月９日 17187 小島 康寿
６月９日 17188 北庄麗絵子
６月９日 17189 中村 直人
６月９日 17190 大島 五月
６月９日 17191 川上 英明
登録抹消
年月日 登録番号 氏 名 事 由
平成22年
５月26日

16304 門 仁司 申請抹消

平成22年
５月31日

09188 藤野 育男 〃

平成22年
５月31日

13369 坪井 廣行 〃

平成22年
６月２日

12284 中尾 貴則 〃

弁理士数 8¶708名
（平成22年６月９日現在）

平成 22年６月 28日 日本弁理士会
特定侵害訴訟代理業務の付記
公告

平成22年６月９日に弁理士の登録に特定侵害訴
訟代理業務の付記を行った者について、弁理士法
第27条の５に基づき次のとおり公告します。
付 記

月 日 登録番号 氏 名
６月９日 15293 井上 和博
特定侵害訴訟代理業務の付記を受けている弁理
士総数 2¶423名

（平成22年６月９日現在）
平成 22年６月 28日 日本弁理士会

懲戒の処分公告

弁護士法第64条の６第３項の規定により下記の
とおり公告します。

記
１ 処分をした弁護士会 横浜弁護士会
２ 処分を受けた弁護士
氏 名 青木 勝治
登録番号 14642

事 務 所 神奈川県横浜市中区日本大通52ロ
イヤーズビル７階
いちょう総合法律事務所

３ 処分の内容 業務停止６月
４ 処分が効力を生じた年月日
平成22年６月１日
平成 22年６月８日 日本弁護士連合会

特 定 計 量 器 型 式 承 認

日本電気計器検定所公告第 22`２号
電気計器の型式について、平成22年５月24日次のように承認したので、計量法（平成４年法律第51

号）第159条第４項の規定により公示する。
平成 22年５月 24日 日本電気計器検定所

理事長 山下 弘文

本州四国連絡高速道路の料金の額及び徴収期間の変更公告

本州四国連絡高速道路株式会社公告平成 22年第３号
本州四国連絡高速道路株式会社が平成18年３月31日に公告した「料金の額及び徴収期間」の一部を
下記のとおり変更しますので、道路整備特別措置法（昭和31年法律第７号）第25条第１項の規定に基
づき公告します。
平成 22年６月 28日 本州四国連絡高速道路株式会社 代表取締役社長 伊藤 周雄

記
２^オËを次のとおり改める。
} 実施期間
平成21年３月20日（金）から平成23年３月31日（木）までのうち本州四国連絡高速道路株式会
社が別に定める日まで
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